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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第９期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 第10期中において、平成17年７月20日付で株式１株を２株に分割しております。 

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― 9,746,190 17,455,794 15,080,503 24,165,611

経常利益 (千円) ― 288,065 710,143 505,004 942,653

中間(当期)純利益 (千円) ― 164,078 587,253 275,109 549,522

純資産額 (千円) ― 4,867,987 5,880,572 4,676,656 5,295,089

総資産額 (千円) ― 8,370,839 11,909,328 8,365,587 10,817,787

１株当たり純資産額 (円) ― 19,118.88 11,479.66 18,405.69 20,737.08

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 644.94 1,148.31 1,087.53 2,158.34

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― 632.28 1,120.33 1,064.53 2,113.24

自己資本比率 (％) ― 58.1 49.4 55.9 49.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 8,174 63,690 394,063 820,402

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △187,138 △187,475 △439,019 △572,214

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 29,005 274,535 380,295 70,085

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― 3,860,850 4,512,872 4,010,809 4,329,082

従業員数 (名) ― 176 273 145 197



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年10月14日付をもって、公募増資を行っております。その結果、資本金は2,085,148千円、発行済株式総数は

253,544.20株となっております。 

３ 第９期中より中間連結財務諸表を作成しているため、第８期中以外の持分法を適用した場合の投資損失、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物

の中間期末（期末）残高は記載しておりません。 

４ 第10期中において、平成17年７月20日付で株式１株を２株に分割しております。 

  

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 6,807,381 9,124,401 14,789,091 14,991,623 21,372,227

経常利益 (千円) 201,865 341,295 679,172 567,338 926,489

中間(当期)純利益 (千円) 100,887 197,823 423,782 308,503 540,124

持分法を適用した場合の
投資損失 

(千円) 1,812 ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,989,125 2,144,383 2,235,830 2,115,233 2,184,588

発行済株式総数 (株) 252,544.20 254,621.20 512,272.40 254,091.20 255,350.20

純資産額 (千円) 4,344,837 5,001,613 5,869,810 4,776,537 5,385,563

総資産額 (千円) 6,343,409 7,995,466 10,612,334 8,266,416 10,151,791

１株当たり純資産額 (円) 17,204.52 19,643.69 11,458.65 18,798.79 21,091.40

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 400.02 777.58 828.66 1,219.54 2,121.42

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) 392.33 760.59 808.47 1,193.75 2,077.10

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.5 62.6 55.3 57.8 53.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 30,393 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △381,498 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 22,165 ― ― ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 3,326,530 ― ― ― ―

従業員数 (名) 109 134 175 126 145



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

（1）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

(注)１ 特定子会社であります。 

２ 株式会社マーキュリー22は、当社連結子会社である株式会社インビジブルハンドの連結子会社であり、当社が間接保有す

る子会社であります。「所有割合の（内書）」につきましては、㈱インビジブルハンドが有する出資比率を記載しており

ます。 

名称 住所 
資本金 
(千円) 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有(被所有)割合 
関係内容 摘要

所有割合

(％) 
被所有割合

(％) 

(連結子会社)            

株式会社スリーピー 東京都中央区 10,000 
・イ ベ ン ト、

マーケティ

ング企画等 
90.5 ―

取引関係はありません。 
役員の兼任 ４名 

―

株式会社インビジブルハ

ンド 
東京都港区 277,511 

・インターネ

ット広告事

業 
51.0 ―

当社のインターネット広

告の販売先であり、また

仕入先であります。 
役員の兼任 １名 

(注)１

株式会社マーキュリー22 東京都港区 185,000 ・旅行代理業
65.8

（65.8）
― 取引関係はありません。 (注)２



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当企業集団の事業は単一セグメントの事業であるため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。事

業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 全社（共通）は管理部門の従業員であります。 

    ３ 前連結会計年度末に比べ76名増加しております。これは、当社グループの拡大（連結子会社及び関連会社の増加）及び

当社グループの業容拡大に伴う従業員の採用によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

    ２ 前事業年度末に比べ30名増加しております。これは、業容の拡大に伴う従業員の採用によるものであります。 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業部門の名称 従業員数(名)

営業部門 164 

メディア部門 47 

その他部門 27 

全社（共通） 35 

合計 273 

従業員数(名) 175 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

（1）業績 

経営環境 

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）における国内経済は、企業収益の改善に伴って設備投

資が増加し、雇用情勢も厳しさが残るものの改善に広がりがみられ、個人消費も緩やかに増加しました。原油価格の高

騰等予断を許さない状況も依然ありますが、日経平均株価も大幅に上昇するなど、景気は踊り場から脱却に向かう緩や

かな回復局面を続けながら推移している模様です。 

一方、広告市場につきましては、いわゆる夏枯れも多少みられたものの、月次売上高を公表している広告会社の状況

を勘案すると、媒体ではテレビ広告が比較的順調なほか、愛知万博による効果もありSP広告費も堅調に推移し、前年を

上回るペースにあるものとみております。 

  

営業の概況 

当企業集団は当中間連結会計期間におきまして、従来からの基本戦略である「デジタル・プラットフォーム構想」、

「コンタクト・ポイント・マーケティング戦略」の遂行に注力し、インターネット広告分野と販売促進活動支援分野の

各分野での事業領域の拡大と充実に努めました。 

インターネット広告分野においては、主に当社、株式会社電通イー・リンク、株式会社インビジブルハンドなどが事

業展開しておりますが、これまで進めてきたインターネット広告を利用していない、あるいはあまり活用していない大

手広告主を中心とした広告主に対して、広告会社等と緊密な関係を構築しながら、それらからの受注拡大に努めまし

た。また、これまで当社が展開してきた広告配信ネットワーク「cci AD Network」を「ADJUST」にすべて移管し、

「ADJUST」の商品充実化とシステムの強化を図り、当企業集団としてのアド・ネットワークの商品力強化を図りまし

た。また、モバイル広告分野での商品力強化に取り組んだほか、昨今隆盛しつつあるブログ（Web log）等XMLに対応し

た新たなインターネット技術に対応したRSS広告への対応、無料配布されるフリーDVD事業への参画などの新たな広告媒

体の創出など数多くの施策に取り組んでまいりました。また、従来のビジネスモデルに囚われず、媒体社に新たな収益

源を提供すべく、媒体社の持つコンテンツやユーザーなどと連動させた形での消費者向け電子商取引事業の開始にも乗

り出しました。 

一方、販売促進活動支援分野においては、株式会社スリーピーにおいては、当社との事業連携による新たな販売促進

方法の開発などに取り組んだほか、流通分野を対象とした株式会社インストア・コミュニケーションズ及び株式会社電

通テーブルメディアコミュニケーションズにおいては、７～９月の第２四半期に閑散期になるという季節的な要因があ

りますが、概ね想定通りに推移しました。各社とも大口顧客との関係強化に努めたほか、新たな流通分野での顧客や新

規開拓に注力するほか、今後の事業基盤の拡張を見据えた人材の確保を図るなどしました。 

  

当中間連結会計期間における当企業集団が講じた具体的な施策は以下の通りです。 

  

平成17年４月：株式会社インビジブルハンドの子会社化 

当社と共同で次世代型広告配信システム「ADJUST」を開発致しましたインターネットマーケティングツールの開発、

インターネットメディア事業及びインターネット広告配信事業を主な事業とする株式会社インビジブルハンドの株式の

51.0％を取得し子会社化いたしました。７月には当社のアド・ネットワーク「cci AD network」を「ADJUST」に統合

し、グループとしての商品力強化を図りました。 

  

平成17年４月：インターネット広告業界に特化した人材育成プログラム「アイキャリ３」を開始 
当社はインターネット広告業界における人材不足に対応するため人材派遣業務を行う株式会社アイ・アムとインター

ネット広告業界に特化した人材関連ビジネスにおいて業務提携いたしました。「アイキャリ３」プログラムは、当社が

人材研修を施すことにより、よりインターネット広告業界に知識・関心を持った人材に育成した後、本プログラムにご

協賛いただく広告会社、インターネットメディアなどに即戦力に近い人材を供給することで企業の育成コストを削減

し、企業と人材のミスマッチを解消するプログラムです。 

  

平成17年６月 株式会社RSS広告社との資本・業務提携 

当社はインターネットを利用した広告業務を行う株式会社ネットエイジグループ傘下の株式会社RSS広告社と資本・業

務提携いたしました。この提携により成長著しいRSS技術に関する市場上で、媒体社に新たな収益機会を開発推進し、ま

たRSS広告社のもつ「RSSフィールド」を利用してブログのエントリーやRSSリーダーごとに広告を配信する技術を広告会

社ら関係各社に提供しRSS広告市場の創出を目指します。 

  

平成17年６月 「Flash CM」モジュールの開発 

当社と株式会社Jストリーム（東京都渋谷区）はマクロメディア社のFlashにてビデオなどの動画素材をインターネッ



ト上でストレスなく配信するためのモジュールを開発しました。これによりユーザーの配信リクエストからCM再生開

始までが劇的に早くなるだけではなく視聴できる環境も基本ソフト、プラウザを選ばないことから、視聴可能ユーザー

数も増加することとなりました。 

  

平成17年７月 電子商取引（Eコマース）事業の開始 
（1）メディアタイアップ型Eコマースビジネスモデルの開始 

当社は朝鮮日報（韓国ソウル特別市）が運営する日本版ニュースサイト朝鮮日報（http://japanese.chosun.com/）に

てメディアタイアップ型Eコマースビジネスモデル「Korean Style」を開始いたしました。 

  

（2）扶桑社と提携しインターネットサイト「Cazネット」を運営開始 

当社は株式会社扶桑社（東京都港区）とインターネットサイト「Caz」および「CazネットＨＡＰＰＹ 

ＳＨＯＰＰＩＮＧ」の運営に関し業務提携し、雑誌とインターネットでのメディア連動型の販売促進活動を開始いたし

ました。 

  

平成17年７月 モバイル広告メディア開発の株式会社プラスモバイルコミュニケーションズを設立 

当社と株式会社サイバード、株式会社オプトは携帯電話（モバイル）向け広告メディア開発事業を手掛ける新会社

『プラスモバイルコミュニケーションズ』を設立いたしました。株式会社サイバードがこれまで手がけてきたモバイ

ル・マーケティング・ソリューションとネットワークを経営資源とする株式会社プラスモバイルコミュニケーションズ

が企画開発する広告商品は、当社を通じて株式会社オプトならびに広告会社各社により広告主に販売されます。モバイ

ル広告市場は今後急成長が期待されており、新会社は同市場における先行者優位を確保していきます。 

  

平成17年９月 配布型無料映像メディアの共同事業検証の開始 

当社は凸版印刷株式会社、アマゾンジャパン株式会社およびその関連会社、ヴィジョネア株式会社、その他協力企業

および団体64社と共に配布型無料映像メディアの事業検証として、日本初のフリーDVD『codeNEO（コードネオ）（商標

出願中）』の創刊準備号を発行しました。 

『codeNEO』は映画・音楽をはじめとするエンターテイメントやファッション・旅行などのライフスタイルに関する情

報を映像や音声を紹介し、インターネットとも連動することができる新しいコンテンツ展開を行う広告収入型のフリー

DVDです。創刊開始は平成18年初めを予定し、当社はDVDの広告商品の企画を担当します。 

  

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は17,455百万円（前年同期比79.1％増）と、前年同期にあったアテネオリ

ンピックの反動ならびに広告業界特有の「夏枯れ」といった需要の停滞期などの懸念を払拭し、高成長を持続すること

ができました。売上構成を見ますと、主力商品であるウェブ広告については、大手広告主からの広告到達度ならびにブ

ランド価値向上を重視した大型の広告商品が好調であったほか、成果報酬型広告や検索連動型広告がインターネット広

告を新たに開始する広告主や費用対効果を重視する広告主からの需要を集めるなどして売上高13,914百万円（同73.6％

増）となりました。 

メール広告についてはユーザーの趣味趣向や属性に基づいて広告を行うオプトイン/ターゲティングメールにて大量配

信のニーズが高まったことやメールマガジンも定期的な出稿をとりこみ、売上高1,109百万円（同44.8％増）となりまし

た。モバイル広告は、広告主業種において、会員獲得型、販売促進直結型の広告主を中心にポータル系サイト、マーケ

ティング商品などで順調に販売が進み、売上高618百万円（同78.1％増）となりました。その他の売上高については、株

式会社電通イー・リンクの広告制作や広告主のウェブ制作等が堅調だったほか、株式会社インストア・コミュニケーシ

ョンズによるチラシ制作や店内装飾業務については、レギュラー顧客の販売促進費圧縮などの動きが見られたものの、

新規顧客の開拓や株式会社電通テーブルメディアコミュニケーションズとの協業体制の確立などの成果が顕在化し、株

式会社スリーピーもレギュラークライアントの受注を確実に消化するなど、売上高は1,813百万円（同193.4％増）と大

幅に伸張いたしました。 

営業利益に関しましては、当企業集団全体で旺盛な需要や中長期的な視点に立った事業戦略を考慮しながら積極的な

人材の増強を図ったほか、それに伴う事務所スペースの拡張・移転、情報セキュリティ強化や業務効率化のための投資

も発生するなどしましたが、販売費および一般管理費の冗長的な支出を抑制に努めるなどして 645 百万円（同 122.4％

増）になりました。 

経常利益については、持分法適用関連会社である、株式会社ジャパン・モバイル・コミュニケーションズと株式会社

電通テーブルメディアコミュニケーションズが順調に事業を展開し、収益を積み重ねたことにより、持分法による投資

利益65百万円を計上するなどして710百万円（同146.5％増）となりました。なお、特別利益として、株式会社インビジ

ブルハンドの子会社である株式会社マーキュリー22が当中間連結会計期間中に第三者割当増資を行ったことによる、持

分変動利益241百万円が発生し、中間純利益は587百万円（同257.9％増）となりました。 

  

  

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当中間期における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、183百万円増加し4,512百万円となりました。当中



間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、獲得した資金は63百万円(前中間連結会計期間は8百万円)となりました。これは、税金等調整前中間

純利益951百万円の計上、売上債権378百万円の増加、仕入債務68百万円の増加、未払費用31百万円の減少、法人税等の

支払額308百万円の発生などが主な原因であります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、使用した資金は187百万円(前中間連結会計期間は187百万円)となりました。これは、連結範囲の変

更を伴う子会社株式の取得による126百万円の収入、投資有価証券の取得による124百万円の支出、有形固定資産の取得

による74百万円の支出、無形固定資産の取得による76百万円の支出、敷金及び保証金の差入れによる25百万円の支出が

主な原因であります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果、獲得した資金は274百万円(前中間連結会計期間は29百万円)となりました。これは、ストックオプ

ションの権利行使に基づく新株発行による58百万円の収入、子会社の第三者割当増資の実施による350百万円の収入、

短期及び長期借入金の返済による133百万円の支出によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

当社の主たる業務は、インターネットに関する広告事業であるため、生産に該当する事項はありません。 

  

（2）受注実績 

当社の事業は、受注確定から売上日まで期間は最短７日から1.5ヶ月程度であります。よって、中間連結会計期間
末日現在の受注残高は、中間連結会計期間の売上高に比して僅かであるため、その記載を省略しております。 

  

（3）販売実績 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(※1) ウェブ広告：HTML上に表示されるバナー広告、テキスト広告、リッチメディア広告など。 

   (※2) メール広告：主にパソコンで使われる電子メールを利用した広告。 

   (※3) モバイル広告：主に携帯電話を利用したインターネット上で展開される広告。 

   (※4) その他：上記の付随サービスならびにそれ以外の広告に関するもの。 

  

媒体区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

ウェブ広告 (※1) 13,914,420 173.6 

メール広告 (※2) 1,109,861 144.8 

モバイル広告 (※3) 618,208 178.1 

その他 (※4) 1,813,304 293.4 

合計 17,455,794 179.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
(平成16年９月期) 

当中間連結会計期間 
(平成17年９月期) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

株式会社電通 3,423,903 35.1 6,662,857 38.2 

株式会社オプト 1,264,776 13.0 2,515,140 14.4 



３ 【対処すべき課題】 

当企業集団においては、当社も含めたすべての企業が成長途上にあり、まずは中長期的な市場展望から企業集団や企

業としての組織体系を構築し、企業集団としての事業戦略を着実に遂行していくだけではなく、その時々での臨機応変

な適応能力を備えていくことが、当企業集団の発展のために解決すべき課題であります。 

主たる事業活動領域であるインターネット広告市場については、中長期的に成長を遂げていくものと考え、それに応

じた対策を適宜採用し実行することが必要なことであると認識しております。同時に、直接的にはインターネット広告

以外の分野に該当するような企業の販売促進活動やプロモーション活動を支援する事業の構築・充実化に取り組んでお

り、今後もこの事業分野への事業領域の拡張と充実化に努め、インターネットの手法を加えていくことなどで新たな市

場を創出していく方針です。 

インターネット利用者が人口普及率で６割を突破し、ブロードバンド回線の世帯普及率も都市部を中心としながらも

６割を超え、インターネット環境に対応した携帯端末も当たり前のように定着化しております。また、様々な調査デー

タによると、生活者のメディア接触時間においては、インターネット接触時間はテレビに次ぐシェアを占めるとされ、

生活者にとってのインターネットは、「コミュニケーション」をキーワードとしたライフラインとも言うべき生活イン

フラへと変化しつつあります。また、インターネットは「情報検索メディア」として成長してきましたが、今日では、

ブロードバンド化の進展により、動画や音声がストレスなく提供できるようになるなどコンテンツやその表現手法が多

様化し、「エンターテインメントメディア」へと新たなステージへ進み始めております。 

さらに、企業は収益機会の増大や収益の最大化、業務の効率的運用を求める動きを強め、広告キャンペーンにおいて

も、その目的に応じた複数のメディアや様々なマーケティング手法を取捨選択し組み合わせた「クロスメディア」的な

展開を希求し、その中でもインターネットに対する注目度は高まっております。例えば、圧倒的な広告到達度やブラン

ド力を有するテレビ広告など既存マスメディアで企業や商品のブランドイメージを確保し、インターネットを利用して

その詳しい説明を行い、かつ、消費者と直接コミュニケーションを図り、店舗やイベントに消費者を誘導したり、購買

につなげていくような手法は定着化してきたと言えるでしょう。 

以上の状況をふまえ、当企業集団が対処すべき課題とその解決方針は以下の通りであります。 

  

① インターネット広告分野 

 この事業分野におきましては、“インターネット広告に必要とされる商品やサービスをワンストップで提供する”を

コンセプトとした「デジタル・プラットフォーム構想」を基本戦略としております。 

従来からのウェブ広告、メール広告、モバイル広告において商品力の拡充や広告事例の収集・分析を行っていくのは

当然でありますが、市場成長が著しい検索連動型広告や成果報酬型広告などの新たな分野へも本格的に取り組んでまい

ります。その中でも最重要課題は、次世代型インターネット広告配信システム「ADJUST」に関し、早急に収益の柱とす

べく参加媒体社と広告主の獲得に注力し、あわせて顧客ニーズに合致した商品やサービスを拡充していますが、さらに

販売の強化とシステムの充実化に努めてまいります。他にリッチメディア広告に関しては、今後、大手企業を中心にイ

ンターネットでブランディングを重視した広告キャンペーンを展開していくニーズは高まるものと予測し、CheckM8社の

「AdVantage」や新たなインターネットCMの配信フォーマットとして「FlashCM」を準備するなど、その供給体制の整

備・拡充に努めてきました。これらの利用を促すために、表現方法や操作性の向上はもとより、より多くの広告効果事

例を収集、分析して商品力の強化を図ると共に、媒体社や広告会社、広告主にフィードバックしてまいります。検索連

動型広告や成果報酬型広告は、企業集団各社ならびに業務提携先との事業シナジーを追及し、従来からのバナー広告な

どのほか、既存マスメディアとのクロスメディア展開も視野に入れた商品作りを模索してまいります。 

 さらに、インターネット広告業界はその成り立ちから歴史が浅く、かつ急成長を遂げている市場に立脚しておりま

す。よって、業界全体として人材の不足は深刻な問題であります。当社においては、人材紹介業の株式会社アイ・アム

と業務提携し、インターネット広告業界を志す人材に対して基礎的な業務知識などを施し、広く広告会社や媒体社に送

り出す事業を開始しました。このほかにも、インターネット広告業界の持続的な成長に資する事業を開発し、業界への

貢献を高めてく方針です。 

  

② 販売促進支援分野 

 この事業分野におきましては、“生活者の行動にあわせた実行力あるマーケティング・ソリューションの提供”を目

指した「コンタクト・ポイント・マーケティング戦略」を推進しております。 

各社がその専門性を活かした積極的な提案活動を行い、顧客層の拡大に努めておりますが、同時に各社間での事業シ

ナジーを追求し、お互いの得意分野を組み合わせていくことで共同での顧客開拓や商品・サービスの提供に努めてまい

ります。また、この事業分野については、インターネットを利用したインタラクティブコミュニケーションの手法を取

り入れることで、従来からの販売促進手法である「オフライン」メディアと主にインターネットを利用した「オンライ

ン」メディアの融合した新たな商品・サービスの開発や提供にも取り組み、広告市場に新しい市場を創出していく方針

です。また、当社は、媒体社に対して電子商取引サービスの提供を始めました。これは、媒体社がもつメディアのコン

テンツ内容やユーザー属性に合わせて商品を調達して販売するものであり、インターネット上だけではなく、既存マス

メディアと連動した展開にも取り組み、媒体社に対して広告収益モデル以外の収益源を提供していきます。 

 なお、当企業集団におけるこの分野を担う各社は、事業開始直後ないし小規模な企業体がほとんどでありますので、

事業拡張を進めるのと同時並行で経営基盤の強化に努めてまいります。特に、当期中においては、当社ならびに株式会

社電通イー・リンクを除く各社においては、情報セキュリティ認証の取得を目指しているほか、当企業集団全体で、情



報管理ならびに危機管理対応の充実に取り組んでおります。 

  

③ 共通課題 

 上記２つの事業分野において、旺盛な需要の増加と事業領域の拡大に対応した人材の確保や育成、社内組織体制およ

び運用の充実化が共通の課題であります。 

人材に関する課題については、中長期的な事業計画とリンクさせた採用計画を立案し、着実に実行していくほか人材

研修体制もさらに充実させ、質、量共に広告業界の中核で活躍できる体制を整えてまいります。 

一方、単純な人材の補強に留まらず、業務によってはシステム化を図るなどして、効率化を図る工夫にも不断に取り

組んでまいります。社内組織体制については、変化が激しく成長著しい市場を事業領域としているほか、企業規模とし

ても中小規模あるいは新設会社に近い状況にありますので、その時々に応じ、機動的に社内組織体制の構築と運用ルー

ルに変化させていく必要があります。それは、単に収益の極大化や事業領域の拡張に立脚した視点ではなく、社会的責

任を有する企業集団として法令順守や社会貢献も意識した体制構築に努めてまいります。 

  

以上の対処すべき課題を克服することで、広告業界全体の中において着実に存在感を高め、中長期的な成長の実現を

目指してまいります。 



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ リース契約による主な賃貸設備はありません。 

  

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ リース契約による主な賃貸設備はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物
器具及び 
備品 

本社 
(東京都中央区) 

インターネット広告 
事業 

内装設備、パソコン
等 

16,609 14,148 162

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の名称 設備の内容

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 

器具及び備品 

㈱インビジブル
ハンド 

本社 
(東京都港区) 

インターネット広告
事業 

サーバー等 42,525 8



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1） 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却について、重要な変
更はありません。 
なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおりで
あります。 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２ 業務改善の効果を数値化することは困難なため記載を省略しております。 

  

  

（2） 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充について完了
したものは、次のとおりであります。 

  
  提出会社において、前連結会計年度末に計画しておりました社内新基幹業務システム及び広告配信システム
開発(第１～第２次開発部分)については、平成17年７月に完了し、同月から使用を開始しております。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の名称 設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手年月
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力総額

(千円) 
既支払額

提出会社 
本社 
(東京都中
央区) 

インター
ネット広
告事業 

広告配信
システム 
開発 ( 第
３～第４
次開発部
分) 

180,000 113,000
自己
資金 

平成17年
９月 

平成18年 
３月 

(注)２



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

（注）１ 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に基づき発行

された新株引受権の権利行使を含む)により発行された株式数は含まれておりません。 

   ２ 平成17年６月17日付で、大阪証券取引所「ヘラクレス」市場における上場を廃止しております。 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 ①旧商法第280条ノ19第２項に基づき発行した新株引受権は、次のとおりであります。 

（イ）株主総会の特別決議(平成12年６月27日) 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 1,920,000

計 1,920,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 512,272.40 512,470.40
東京証券取引所
「マ ザ ー ズ」
（注）２  

― 

計 512,272.40 512,470.40 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 10,490 10,430

新株予約権の行使時の払込金額(円) 27,500 27,500

新株予約権の行使期間 
平成14年７月１日～

平成22年６月26日 
平成14年７月１日～ 

平成22年６月26日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格            27,500
資本組入額          27,500 

発行価格            27,500
資本組入額          27,500 

新株予約権の行使の条件 

対象者は、新株予約権の行
使時において、当社の取締
役、監査役及び従業員である
ことを要する。 
対象者が死亡した場合は、
相続人が権利を相続すること
ができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は譲渡、質入そ
の他一切の処分をすることが
できない。 

同左 



（注）１ 当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生じる１株の100分の１に満たない端数

は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整は、その時点で対象者が新株予約権を行使していない新株予約権の目的た

る株式の数にのみ行われるものとする。 

調整後付与株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 当社が株式分割又は併合を行う場合は次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる

ものとする。 

  

（ロ）株主総会の特別決議(平成13年６月27日) 

  

（注）１ 当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生じる１株の100分の１に満たない端数

は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整は、その時点で対象者が新株予約権を行使していない新株予約権の目的た

る株式の数にのみ行われるものとする。 

調整後付与株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 当社が株式分割又は併合を行う場合は次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる

ものとする。 

  

 調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１ 

分割・併合の比率

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,252 1,194

新株予約権の行使時の払込金額(円) 211,595 211,595

新株予約権の行使期間 
平成15年７月１日～

平成23年６月26日 
平成15年７月１日～ 

平成23年６月26日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格          211,595
資本組入額         211,595 

発行価格           211,595
資本組入額         211,595 

新株予約権の行使の条件 

対象者は、新株予約権の行
使時において、当社の取締
役、監査役及び従業員である
ことを要する。 
対象者が死亡した場合は、
相続人が権利を相続すること
ができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は譲渡、質入そ
の他一切の処分をすることが
できない。 

同左 

 調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１ 

分割・併合の比率



②商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（イ）株主総会の特別決議(平成15年６月20日) 

  

（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を

発行する場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,092 1,042

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,184 2,084

新株予約権の行使時の払込金額(円) 60,500 60,500

新株予約権の行使期間 
平成16年６月21日～

平成25年６月20日 
平成16年６月21日～ 

平成25年６月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格            60,500
資本組入額          30,250 

発行価格            60,500
資本組入額          30,250 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受け
た者（以下、「新株予約権
者」という。）のうち、当
社の取締役、監査役及び従
業員は、新株予約権の行使
時において当社または当社
の関係会社の取締役、監査
役、顧問または従業員の地
位であることを要する。た
だし、任期満了による退
任、定年による退職の場合
はこの限りではない。 
新株予約権者のうち、社
外協力者は新株予約権の行
使時においても、社外協力
者であること、もしくは当
社または当社の関係会社の
取締役、監査役、社外協力
者または従業員であること
を要する。 
新株予約権者が死亡した
場合は、相続人がこれを承
継できるものとする。 
新株予約権の質入その他
一切の処分は認めないもの
とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。 

同左 

 調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１ 

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

株式数 新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



（ロ）株主総会の特別決議(平成16年６月28日) 

  

（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を

発行する場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,540 1,510

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,080 3,020

新株予約権の行使時の払込金額(円) 113,048 113,048

新株予約権の行使期間 
平成17年６月29日～

平成26年６月28日 
平成17年６月29日～ 

平成26年６月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格           113,048
資本組入額          56,524 

発行価格           113,048
資本組入額          56,524 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受け
た者（以下、「新株予約権
者」という。）のうち、当
社の取締役、執行役及び従
業員は、新株予約権の行使
時において当社または当社
の関係会社の取締役、執行
役、監査役、顧問または従
業員の地位であることを要
する。ただし、任期満了に
よる退任、定年による退職
の場合はこの限りではな
い。 
新株予約権者のうち、社
外協力者は新株予約権の行
使時においても、社外協力
者であること、または当社
もしくは当社の関係会社の
取締役、監査役、社外協力
者もしくは従業員であるこ
とを要する。 
新株予約権者が死亡した
場合は、相続人がこれを承
継できるものとする。 
新株予約権の質入その他
一切の処分は認めないもの
とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。 

同左 

 調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１ 

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

株式数 新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



（ハ）株主総会の特別決議(平成17年６月28日) 

  

（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を

発行する場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 4,400 4,320

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 4,400 4,320

新株予約権の行使時の払込金額(円) 242,005 242,005

新株予約権の行使期間 
平成18年６月29日～

平成27年６月28日 
平成18年６月29日～ 

平成27年６月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格           242,005
資本組入額         121,003 

発行価格           242,005
資本組入額         121,003 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受け
た者（以下、「新株予約権
者」という。）のうち、当
社の取締役、執行役及び従
業員は、新株予約権の行使
時において当社または当社
の関係会社の取締役、執行
役、監査役、顧問または従
業員の地位であることを要
する。ただし、任期満了に
よる退任、定年による退職
の場合はこの限りではな
い。 
新株予約権者が死亡した
場合は、相続人がこれを承
継できるものとする。 
新株予約権の質入その他
一切の処分は認めないもの
とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要す
る。 

同左 

 調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１ 

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額× 

既発行 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

株式数 新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）新株予約権等の権利行使による増加であります。 

なお、平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権等の行使により、発行済株式総数が 198株、資本金が

12,715千円増加しております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

256,922.20 512,272.40 51,242 2,235,830 7,139 775,039



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注）ソフトバンク・メディア・アンドマーケティング株式会社と同社の100％子会社でありますSBMMクリエイテイブ株式会社
は、平成17年10月１日付けをもってソフトバンク・パブリッシング株式会社と共に合併し、ソフトバンククリエイテイブ株

式会社となりました。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社電通 東京都港区東新橋一丁目8-1 244,800 47.78

ソフトバンク・メディア・アン 
ド・マーケティング株式会社 
（注） 

東京都港区赤坂四丁目13-13 101,512 19.81

ＳＢＭＭクリエイティブ株式会
社（注） 

東京都港区赤坂四丁目13-13 34,650 6.76

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目8-11 20,182 3.93

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11-3 8,438 1.64

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海一丁目8-11 7,120 1.38

ドレスナー バンク エージー 
フランクフルト エクイテイー
ズ カスタマーズ アカウント 
（常任代理人株式会社東京三菱
銀行） 

JURGEN-PONTO-PLATZ 1,D-60301
FRANKFURT／MAIN,GERMANY 
（東京都千代田区丸の内二丁目7-1） 

5,122 0.99

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
（常任代理人株式会社みずほコ
ーポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

4,288 0.83

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2-10 2,672 0.52

資産管理サービス信託銀行株式
会社（信託B口） 

東京都中央区晴海一丁目8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟 

1,655 0.32

計 ― 430,439 84.02



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １  「完全議決権株式(自己株式)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

 ２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10株(議決権10個)含まれております。 

３ 「端株」欄の普通株式には、自己名義端株が0.32株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(注)１ 

普通株式 
（自己保有） 

12.00 ― ― 

完全議決権株式(その他) 
(注)２ 

普通株式 512,258 512,258 ― 

端株(注)３ 普通株式 2.40 ― ― 

発行済株式総数 512,272.40 ― ― 

総株主の議決権 ― 512,258 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社サイバー・コミ
ュニケーションズ 

東京都中央区築地五丁目
５番12号 

12.32 ― 12.32 0.0

計 ― 12.32 ― 12.32 0.0



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所「マザーズ」市場におけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 318,000 
452,000 
※226,000 

223,000 261,000 263,000 245,000

最低(円) 265,000 
307,000 
※153,500 

198,000 213,000 228,000 218,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     1,550,297   3,500,263    3,316,491  

２ 受取手形及び売掛
金 

※１ 
※２ 

  2,659,154   4,526,349    4,096,750  

３ 有価証券     2,310,553   1,012,608    1,012,590  

４ 貯蔵品     221   176    327  

５ その他     463,819   599,022    571,738  

貸倒引当金     △49,048   △4,276    △3,710  

流動資産合計     6,934,998 82.9  9,634,143 80.9   8,994,187 83.1

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※３   28,407 0.3  118,400 1.0   31,422 0.3

２ 無形固定資産     171,019 2.1  540,392 4.5   322,403 3.0

３ 投資その他の資産                

 （1）投資有価証券     746,625   1,003,516    896,778  

（2）その他     487,860   659,819    619,396  

 貸倒引当金     △1,481   △49,271    △49,271  

投資その他の資産
合計 

    1,233,003 14.7  1,614,064 13.6   1,466,904 13.6

固定資産合計     1,432,429 17.1  2,272,857 19.1   1,820,730 16.9

Ⅲ 繰延資産     3,411 0.0  2,327 0.0   2,869 0.0

資産合計     8,370,839 100.0  11,909,328 100.0   10,817,787 100.0

                 



  

  

  

    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金     2,968,099   4,836,161    4,723,846  

２ 短期借入金     ―   7,500    ―  

３ １年内返済予定長
期借入金 

    ―   22,372    ―  

４ 未払費用     110,935   210,331    141,788  

５ 未払法人税等     162,033   286,447    308,294  

６ その他     111,388   145,404    171,908  

流動負債合計     3,352,456 40.1  5,508,216 46.2   5,345,839 49.4

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金     ―   14,519    ―  

２ その他     ―   6,561    ―  

固定負債合計     ― ―  21,080 0.2   ― ―

負債合計     3,352,456 40.1  5,529,296 46.4   5,345,839 49.4

(少数株主持分)                

少数株主持分     150,394 1.8  499,459 4.2   176,858 1.6

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     2,144,383 25.6  2,235,830 18.8   2,184,588 20.2

Ⅱ 資本剰余金     1,916,690 22.9  1,925,039 16.2   1,917,900 17.7

Ⅲ 利益剰余金     804,054 9.6  1,714,503 14.4   1,189,498 11.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    3,755 0.0  6,429 0.0   4,333 0.1

Ⅴ 自己株式     △895 △0.0  △1,231 △0.0   △1,231 △0.0

資本合計     4,867,987 58.1  5,880,572 49.4   5,295,089 49.0

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    8,370,839 100.0  11,909,328 100.0   10,817,787 100.0

                 



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円)

百分比
(％) 金額(千円) 百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高     9,746,190 100.0  17,455,794 100.0  24,165,611 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,267,169 74.5  13,279,887 76.1  18,264,370 75.6 

売上総利益     2,479,021 25.5  4,175,907 23.9  5,901,240 24.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   2,188,956 22.5  3,530,884 20.2  4,973,352 20.6 

営業利益     290,065 3.0  645,022 3.7  927,888 3.8 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   3,934   2,867   7,496     

 ２ 受取配当金   2   12   9     

 ３ 持分法による投資利益   ―   65,374   8,070     

 ４ その他   213 4,150 0.0 6,184 74,439 0.4 304 15,881 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 新株発行費   ―   7,259   ―     

 ２ 持分法による投資損失   5,592   ―   ―     

 ３ その他   558 6,150 0.0 2,059 9,318 0.0 1,116 1,116 0.0 

経常利益     288,065 3.0  710,143 4.1  942,653 3.9 

Ⅵ 特別利益               

 １ 投資有価証券売却益   ―   ―   1,761     

 ２ 持分変動利益   ― ― ― 241,661 241,661 1.4 ― 1,761 0.0 

Ⅶ 特別損失               

 １ 固定資産売却損 ※２ ―   ―   48     

 ２ 固定資産除却損 ※３ ― ― ― 108 108 0.0 ― 48 0.0 

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

    288,065 3.0  951,696 5.5  944,366 3.9 

法人税、住民税及び事業
税 

  154,290   275,539   421,580     

法人税等調整額   △10,527 143,762 1.5 △4,017 271,521 1.6 △33,424 388,155 1.6 

少数株主利益(△損失)     △19,774 △0.2  92,920 0.5  6,688 0.0 

中間(当期)純利益     164,078 1.7  587,253 3.4  549,522 2.3 

                



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)          

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,916,690  1,917,900   1,916,690 

Ⅱ 資本剰余金増加高          

１ 増資による新株の発行   ―  7,139   1,210 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高   1,916,690  1,925,039   1,917,900 

(利益剰余金の部)          

Ⅰ 利益剰余金期首残高   639,975  1,189,498   639,975 

Ⅱ 利益剰余金増加高          

１ 中間(当期)純利益   164,078  587,253   549,522 

Ⅲ 利益剰余金減少高          

１ 連結子会社の増加による 
剰余金減少額 

  ―  58,115   ― 

２ 持分法適用会社の増加による減
少高 

  ―  4,133   ― 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高   804,054  1,714,503   1,189,498 

           



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー      

１ 税金等調整前中間(当期)純利益  288,065 951,696 944,366 

２ 有形固定資産償却費  4,135 8,278 9,347 

３ 無形固定資産償却額  11,294 8,668 22,595 

４ 連結調整勘定償却額  ― 23,925 ― 

５ 貸倒引当金の増減額(△減少)  ― 516 2,451 

６ 受取利息  △3,934 △2,867 △7,496 

７ 受取配当金  △2 △12 △9 

８ 投資有価証券売却益  ― ― △1,761 

９ 固定資産売却損  ― ― 48 

10 固定資産除却損  ― 108 ― 

11 持分法による投資損失(△利益)  5,592 △65,374 △8,070 

12 持分変動利益  ― △241,661 ― 

13 売上債権の増減額(△増加)  8,251 △378,627 △1,471,642 

14 仕入債務の増減額(△減少)  △74,805 68,685 1,679,692 

15 未払費用の増減額(△減少)  △2,879 △31,200 21,158 

16 割引手形の増減額(△減少)  ― 32,482 ― 

17 裏書手形の増減額(△減少)  ― 13,884 ― 

18 その他  19,881 △19,741 3,331 

小計  255,599 368,760 1,194,010 

19 利息及び配当金の受取額  4,217 3,755 8,427 

20 法人税等の支払額  △251,643 △308,824 △382,035 

営業活動によるキャッシュ・フロー  8,174 63,690 820,402 

       
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー      

１ 連結範囲の変更を伴う子会社株
式の取得による収入 

※２ ― 126,412 ― 

２ 関係会社株式の取得による支出  ― ― △55,000 

３ 非連結子会社株式の取得による
支出 

 ― ― △81,450 

４ 投資有価証券の売却による収入  ― ― 3,303 

５ 投資有価証券の取得による支出  △797 △124,760 △2,777 

６ 有形固定資産の取得による支出  △1,063 △74,635 △8,497 

７ 有形固定資産の売却による収入  ― ― 0 

８ 無形固定資産の取得による支出  △117,358 △76,367 △274,068 

９ 貸付による支出  △4,600 △70 △34,900 

10 貸付回収による収入  23,736 3,638 57,660 

11 敷金及び保証金の差入れ額  ― △25,897 △16,240 

12 保険積立金加入による支出  △77,054 △329 △150,244 

13 定期積金の積立による支出  ― △11,600 ― 

14 その他  △10,000 △3,867 △10,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △187,138 △187,475 △572,214 

       
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー      

１ 株式の発行による収入  29,150 58,381 70,565 

２ 短期借入金の返済による支出  ― △121,000 ― 

３ 長期借入金の返済による支出  ― △12,846 ― 

４ 子会社の増資による収入  ― 350,000 ― 

５ 自己株式の取得による支出  △144 ― △479 

財務活動によるキャッシュ・フロー  29,005 274,535 70,085 

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額  △149,958 150,751 318,272 

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高  4,010,809 4,329,082 4,010,809 

Ⅵ新規連結による現金同等物の増加  ― 33,038 ― 

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末 



  

(期末)残高 ※１ 3,860,850 4,512,872 4,329,082 
       



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月 1日 
  至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月 1日 
 至 平成17年３月31日) 

１.連結の範囲に関
する事項 

(1)連結子会社の数 ２社 
連結子会社名 
㈱電通イー・リンク 
㈱インストア・コミ

ュニケーションズ 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

――――――― 

(1)連結子会社の数 ５社
連結子会社名 
㈱電通イー・リンク 
㈱インストア・コミュ

ニケーションズ 
㈱スリーピー 
㈱インビジブルハンド 
㈱マーキュリー22 

上記のうち、㈱スリーピ
ーについては重要性が増加
したことにより連結の範囲
に含めることといたしまし
た。 
㈱インビジブルハンドと
その子会社㈱マーキュリー
22については当社が㈱イン
ビジブルハンドの株式を取
得したことにより連結の範
囲に含めることといたしま
した。 

――――――― 

(1)連結子会社の数 ２社 
  連結子会社名 
  ㈱電通イー・リンク 
  ㈱インストア・コミュ
ニケーションズ 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
(2)非連結子会社の名称等 
  非連結子会社 
  ㈱スリーピー 
（連結の範囲から除いた理
由） 
非連結子会社は、小規模
であり、純資産、売上高、
当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等は、いずれ
も連結財務諸表に重要な影
響を及ぼしていないため、
連結の範囲から除いており
ます。 

２.持分法の適用に
関する事項 

(1)持分法を適用した関連
会社数 １社 
持分法適用の関連会社名 
㈱ジャパン・モバイル・
コミュニケーションズ 
  
  
  
  
  
  
  
  

――――――― 
  

(1)持分法を適用した関連会
社数 ２社 
持分法適用の関連会社名 
㈱ジャパン・モバイル・コ
ミュニケーションズ 
㈱電通テーブルメディアコ
ミュニケーションズ 
なお、㈱電通テーブルメ
ディアコミュニケーション
ズについては、重要性が増
加したことにより、持分法
適用の関連会社に含めるこ
とといたしました。 
(2)持分法を適用しない関連
会社数 １社 
 持分法を適用しない関連
会社の名称 
  ㈱プラス・モバイル・コ
ミュニケーションズ 
  
（持分法を適用しない理
由） 
上記持分法非適用会社は
中間純損益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要
性がないため、持分法の適
用範囲から除外しておりま
す。 
なお、アクションクリッ
ク㈱につきましては、平成
17年７月に実施された第三
者割当増資により、持分比
率が低下したため、関連会
社の範囲から除外しており
ます。 

(1)持分法を適用した関連会
社数 １社 
持分法適用の関連会社名 
㈱ジャパン・モバイル・コ
ミュニケーションズ 
  
  
  
  
  
  
  
  
(2)持分法を適用しない関連
会社数 ２社 
 持分法を適用しない関連
会社の名称 
㈱電通テーブルメディア
コミュニケーションズ 
アクションクリック㈱ 
（持分法を適用しない理
由） 
上記持分法非適用会社は
当期純損益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要
性がないため、持分法の適
用範囲から除外しておりま
す。 

３.連結子会社の中 連結子会社の中間決算 連結子会社のうち、㈱ス すべての連結子会社の決



間決算日(事業年度)
等に関する事項 

日は、中間連結財務諸
表提出会社と同一であり
ます。 

リーピーの中間決算日は
８月31日であります。 
中間連結財務諸表の作成
に当たっては、同決算日現
在の財務諸表を使用してお
ります。ただし、中間連結
決算日までの期間に発生し
た重要な取引については、
連結上必要な調整を行って
おります。 

算日は、連結財務諸表提
出会社と同一であります。 

４.会計処理基準に
関する事項 
(1)重要な資産の評
価基準及び評価方
法 

  
  
有価証券 
満期保有目的の債券 
償却原価法(利息法)を
採用しております。 
その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は、移
動平均法により算
定)を採用しており
ます。 
時価のないもの 
移動平均法による原
価法を採用しており
ます。 

  
有価証券 
満期保有目的の債券 

同 左 
  

その他有価証券 
時価のあるもの 

同 左 
  
  
  
  
  
  

  
時価のないもの 

同 左 

  
有価証券 
満期保有目的の債券 

同 左 
  

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に
基づく時価法(評価差
額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価
は、移動平均法により
算定)を採用しており
ます。 

  
時価のないもの 

同 左 

(2)重要な減価償却
資産の減価償却の
方法 

①有形固定資産 
定率法を採用してお
ります。なお、主な耐
用年数は以下のとおり
です。 
建物     ３～18年 
器具及び備品 ４～８年 
 ②無形固定資産 
自社利用のソフトウ
ェアについては、社内
における見込利用可能
期間(５年以内)に基づ
く定額法を採用してお
ります。 

①有形固定資産
同 左 

  
  
  
  
  
 ②無形固定資産 

同 左 

①有形固定資産 
同 左 

  
  
  
  
  
 ②無形固定資産 

同 左 

(3)重要な引当金の
計上基準 

貸倒引当金
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率
により、貸倒懸念先債権
等特定の債権については
個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計
上しております。 

貸倒引当金
同 左 

貸倒引当金 
同 左 

(4)収益及び費用の
計上基準 

主に広告掲載終了日基
準によっております。 

同 左 同 左 

(5)重要なリース取
引の処理方法 

リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

同 左 同 左 

(6)その他中間連結
財務諸表作成のた
めの重要な事項 

消費税の会計処理 
税抜方式によっており
ます。 

消費税の会計処理
同 左 

消費税の会計処理 
同 左 

５.中間連結キャッ
シュ・フロー計算
書における資金の
範囲 

中間連結キャッシュ・
フロー計算書における資
金(現金及び現金同等物)
は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易
に換金可能であり、か
つ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短
期投資からなっておりま
す。 

同 左 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金及
び現金同等物)は、手許現
金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。 



  

  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――――― (固定資産の減損に係る会計基

準) 

当中間連結会計期間より、「固
定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成 14年８月９
日））及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第６号）を
適用しております。 
これによる損益に与える影響は
ありません。 

―――――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日現在) 

※１   ――――――― 

※２   ――――――― 

  

※３有形固定資産の減価償却累計

額 

                      39,460千円 

※１受取手形割引高   70,783千

円 

※２受取手形裏書譲渡高 

23,000千円 

※３有形固定資産の減価償却累計

額 

62,900千円 

※１   ――――――― 

※２   ――――――― 

  

※３有形固定資産の減価償却累計

額 

                      44,513千円 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月 1日 
  至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月 1日 
 至 平成17年３月31日) 

※１販売費及び一般管理費のうち
主要なもの 

給与手当     464,375千円 
  販売手数料    1,418,828千円 
  
※２      ――――――― 
  
※３   ――――――― 

※１販売費及び一般管理費のうち
主要なもの 

給与手当      572,994千円 
販売手数料    2,258,864千円 
貸倒引当金繰入額      516千円 
※２      ――――――― 
  
※３ 固定資産除却損の内訳 
 器具及び備品     108千円 

※１販売費及び一般管理費のうち
主要なもの 

給与手当      810,010千円 
販売手数料   3,310,439千円 
貸倒引当金繰入額    2,451千円 
※２ 固定資産売却損の内容 
 器具及び備品      48千円 
※３   ――――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月 1日 
  至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月 1日 
 至 平成17年３月31日) 

※１現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  

※２   ――――――― 

現金及び預金勘定 1,550,297千円

有価証券 2,310,553千円

現金及び現金同等物 3,860,850千円

※１現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  

※２株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及

び負債の主な内訳 

  株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の連結開

始時の資産及び負債の内訳、

並びに当該会社株式の取得価

額と取得のための収入（純

額）との関係は次のとおりで

す。 

  

現金及び預金勘定 3,500,263千円

有価証券 1,012,608千円

現金及び現金同等物 4,512,872千円

 流動資産 447,606千円

 固定資産 58,355千円

 連結調整勘定 136,915千円

 流動負債 △160,702千円

 固定負債 △3,378千円

 少数株主持分 △168,793千円

 株式の取得価額 310,002千円
 現金及び 
 現金同等物 

436,414千円

 差引：取得 
 による収入 

126,412千円

 （純額）  

※１現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

  

※２   ――――――― 

現金及び預金勘定 3,316,491千円 

有価証券 1,012,590千円 

現金及び現金同等物 4,329,082千円 



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月 1日 
  至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月 1日 
 至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相当額 

             器具及び備品 
取得価額相当額 9,219千円 
減価償却累計額相当額 3,964千円 
中間期末残高相当額 5,255千円 

             器具及び備品
取得価額相当額 52,978千円
減価償却累計額相当額 17,353千円

中間期末残高相当額 35,625千円

             器具及び備品 
取得価額相当額 9,219千円 
減価償却累計額相当額 4,720千円 
期末残高相当額 4,498千円 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額
１年以内 1,455千円 
１年超 3,226千円 
合計 4,681千円 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額
１年以内 15,507千円
１年超 21,489千円

合計 36,996千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 1,489千円 
１年超 2,867千円 
合計 4,357千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

支払リース料        849千円 
減価償却費相当額      756千円 
支払利息相当額        147千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

支払リース料        4,968千円 
減価償却費相当額     4,402千円 
支払利息相当額        797千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

支払リース料        1,699千円 
減価償却費相当額     1,512千円 
支払利息相当額        278千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同 左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同 左 
  
  

(5) 利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価
額相当額の差額を利息相当額とし、各
期への配分方法については、利息法に
よっております。 

(5) 利息相当額の算定方法
同 左 

(5) 利息相当額の算定方法 
同 左 



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

   

３．時価のない及び時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（1）満期保有目的の債券 

（2）関連会社株式 

（3）その他有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

   

区分 中間連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

社  債 267,579 269,960 2,380 

合  計 267,579 269,960 2,380 

区分 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 差額（千円） 

株  式 5,037 11,402 6,365 

合  計 5,037 11,402 6,365 

非上場外国債券 100,318千円 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 163,540千円 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 203,784千円 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 1,002,319千円 

キャッシュ・リザーブ・ファンド 6,718千円 

マネー・マネジメント・ファンド 1,301,515千円 

区分 中間連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

社  債 264,936 268,200 3,263 

合  計 264,936 268,200 3,263 

区分 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 差額（千円） 

株  式 5,735 12,860 7,124 

合  計 5,735 12,860 7,124 



３．時価のない及び時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（1）満期保有目的の債券 

（2）関連会社株式 

（3）その他有価証券 

  

  

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) 満期保有目的の債券 

(2) 子会社株式 

(3) 関連会社株式 

(4) その他有価証券 

  

  

  

非上場外国債券 100,217千円 

非上場株式 283,443千円 

非上場株式 342,057千円 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 1,002,354千円 

キャッシュ・リザーブ・ファンド 8,632千円 

マネー・マネジメント・ファンド 1,620千円 

区分 連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

社  債 266,254 269,360 3,105 

合  計 266,254 269,360 3,105 

区分 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円） 差額（千円） 

株  式 5,476 13,108 7,631 

合  計 5,476 13,108 7,631 

非上場外国債券 100,265千円 

非上場株式 81,450千円 

非上場株式 232,202千円 

非上場株式 203,497千円 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 1,002,337 

キャッシュ・リザーブ・ファンド 8,632 

マネー・マネジメント・ファンド 1,620 



(デリバティブ取引関係) 

  
前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 
当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  



(セグメント情報) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

    前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間（自 平成17年４月１
日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）については、当社
グループの事業は単一セグメントの事業であるため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

  
  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間（自 平成17年４月１
日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）については、在外
連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  
  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間（自 平成17年４月１
日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）については、海外
売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  
（注）１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の 

とおりであります。 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月 1日 
  至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月 1日 
 至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 19,118円88銭 11,479円66銭 20,737円08銭 

１株当たり中間(当期)純
利益 

644円94銭 1,148円31銭 2,158円34銭 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

632円28銭 1,120円33銭 2,113円24銭 

    

当社は、平成17年７月
20日付で株式１株につき
２株の株式分割を行って
おります。 
なお、当該株式分割が
前期首に行われたと仮定
した場合の１株当たり情
報については、それぞれ
以下のとおりとなりま
す。 
前中間連結会計期間 
１株当たり純資産 
  9,559円44銭 
１株当たり中間純利益
金額 
   322円47銭 
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 
   316円14銭 
前連結会計年度 
１株当たり純資産 
  10,368円54銭 
１株当たり当期純利益
金額 
   1,079円17銭 
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 
   1,056円62銭 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月 1日 
  至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月 1日 
 至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益       

中間(当期)純利益（千円） 164,078 587,253 549,522 
普通株主に帰属しない金額（千
円） 

― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益（千円） 

164,078 587,253 549,522 

普通株式の期中平均株式数（株） 254,409 511,405 254,604 
潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益 

      

中間(当期)純利益調整額（千
円） 

― ― ― 

普通株式増加数（株） 5,683 12,773 5,433 

（うち新株予約権等） (5,683) (12,773)  (5,433) 
希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

新株予約権等２種類 
株主総会の特別決議日 
平成13年６月27日 
平成16年６月28日 
新株予約権等の数 
2,407個 

新株予約権等１種類 
株主総会の特別決議日 
平成13年６月27日 
新株予約権等の数 
1,252個 

新株予約権等２種類 
株主総会の特別決議日 
平成13年６月27日 
平成16年６月28日 
新株予約権等の数 
2,349個 



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社は、当社グループの事業基盤
を強化するため、株式会社スリーピ
ーの株式を90.5％取得して子会社と
することとし、平成16年11月16日付
けで同社と株式譲渡契約を締結致し
ました。 
概要は以下の通りであります。 
（1）商号 
   株式会社スリーピー 
（2）代表者 
    三苫 清 
 （3）本社所在地 
   東京都中央区銀座八丁目16番 

10号 
 （4）設立年月日 
   昭和47年10月13日 
 （5）主な事業内容 
   各種イベントの企画・運営

等、販売促進活動の企画・制
作・実施他 

 （5）資本金 
   10,000千円 
 （6）取得の日程及び方法 
   平成16年11月16日株式の譲受 
 （7）取得株式数、取得価額及び取

得前後の所有株式数の状況 
 異動前の所有株式数 
    0株（所有割合     0％） 
 取得株式数 
 10,860株（取得価額81,450千円） 
 異動後の所有株式数 
10,860株（所有割合  90.5％） 

（資本提携） 
当社は、平成17年10月25日付けに
て株式会社イースと資本提携し、株
式会社イースが発行する新株式（発
行済株式総数の38.9％）および新株
予約権を取得いたしました。 
概要は以下の通りであります。 
(1) 商号 
株式会社イース 

(2) 代表者 
代表取締役  比留間 裕 

(3) 所在地 
東京都港区赤坂七丁目10番８号 

(4) 設立年月日 
  平成13年5月18日 
(5) 資本金  86,590,000円 
(6) 従業員数  20名 
(7) 主な事業の内容 
 携帯端末を中心にした双方向シ
ステムの企画・開発のサービス
提供及びコンサルティング 

第三者割当増資 
(1) 取得株数  2,750株 
(2) 取得価格 
  １株につき130,000円 
(3) 出資総額  357,500,000円 
(4) 払込期日  平成17年10月28日 
新株予約権 
(1) 発行数 
1,000個（新株予約権1個当たり

普通株式1株） 
(2) 行使価額 
新株予約権１個につき130,000円 

(3) 取得価格 無償 
※なお、当社は株式会社イースに
対して取締役２名を派遣する予
定です。 
  
当社は、平成17年10月25日付けに
て株式会社テクノネットと資本提携
し、株式会社テクノネットの株式
（発行済株式総数の21.7％）ならび
に新株予約権を取得いたしました。 
概要は以下の通りであります。 

(1) 商号  
株式会社テクノネット 

(2) 代表者 
代表取締役社長  坂井 常雄 

(3) 所在地 
  東京都港区赤坂六丁目８番８号 
(4) 設立年月日 
  昭和59年１月19日 
(5) 資本金  30,000,000円 
(6) 従業員数  43名 
(7) 主な事業の内容 
  コンピュータでリアルタイムに
映像情報を作り出すシステムの
開発/制作/運用支援サービス。 
放送局のスポーツ中継、速報、
バラエティ番組等の文字やグラ
フィック情報表示とCGアニメー
ション制作 。 
コンピュータシステムインテグ
レーション/ソフトウェア販売。 

株式の譲受 
(1) 取得株数  650株 
(2) 取得価格 
  １株につき170,000円 
(3) 取得総額  110,500,000円 

（株式取得による子会社の増加） 

当社は、平成17年４月６日にて株

式会社インビジブルハンドの新株式

を引き受け、同社を子会社化いたし

ました。 

１．子会社化の理由 

当社は、設立以来、インターネッ

ト広告を取り扱うメディアレップ業

務を中心に事業展開をしてまいりま

したが、平成17年2月1日より新たな

インターネット広告サービスとし

て、新型のアドネットワークサービ

スとして「ADJUST」事業を同社と共

同で開始しております。同事業にお

いて用いる次世代型広告配信エンジ

ンの開発にあたっては、当社との共

同でこれにあたり、今後の事業運営

に関しても、平成17年5月中旬ごろ

を目処に当社のアドネットワーク

「cci Ad network」を「ADJUST」に

統合させる予定であるなど、より緊

密な事業関係が必要であるため子会

社化いたしました。 

２．株式の取得内容 

取得株式数： 13,010株  

（議決権の数13,010個） 

取得価額：310,002,280円 

払込日：平成17年４月６日 

３．子会社化後の概要 

（1）商号  

株式会社インビジブルハンド 

（2）代表者 

代表取締役社長 百田浩志 

（3）本社所在地 

東京都港区東新橋二丁目4番6号

パラッツォシエナ３階 

（4）設立年月日 

平成16年３月12日 

（5）主な事業の内容 

インターネットマーケティング

ツールの開発、インターネット

メディア事業、インターネット

広告配信事業 他 

（6）決算期 ３月31日 

（7）資本の額 277,511,140円 

（8）発行済株式総数 25,510株 

（9）大株主構成および所有割合 

株式会社サイバー・コミュニ

ケーションズ 

13,010株（51.0％） 

株式会社C9オリエンテッド 

5,000株（19.6％） 

百田浩志(代表取締役社長) 

  2,000株（ 7.8％） 

上田哲也(取締役副社長) 

1,500株（ 5.9％） 

  

（株式分割） 

  

当社は、平成17年５月10日開催の

取締役会において、次のように株式

の分割を行ことを決議いたしまし



  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

(4) 払込期日  平成17年11月25日 
(5) 取得の相手方 
株式会社テクノG、株式会社テク
ノコム、他 

新株予約権 
(1) 発行数  600個（新株予約権1

個当たり普通株式1株） 
(2) 行使価額 
新株予約権１個につき170,000円 

(3) 取得価格 無償 
※なお、当社は株式会社テクノネ
ットに対して取締役２名を派遣
する予定です。 
  

（株式取得による子会社の増加） 

当社は、電子商取引市場において

高い付加価値を提供するポジション

を確立するため、平成17年11月25日

開催の取締役会にて株式会社サイバ

ーファームとの合弁により、株式会

社エムディー・インタラクティブを

子会社として設立することを決議い

たしました。 

概要は以下のとおりであります。 

(1) 商号 

株式会社エムディー・インタ

ラクティブ 

 （2）代表者 

未定（当社より指名予定） 

 （3）本社所在地 

東京都中央区築地五丁目５番

12号（予定） 

 （4）設立年月日 

平成18年１月４日（予定） 

 （5）主な事業の内容 

各種媒体を通じて販売される

商品ニーズと、商品サプライ

ヤーからの商品情報をマッチ

ングするＢtoＢサービス、イ

ンターネット・チャネル上で

の販売ノウハウを提供するコ

ンサルティング・サービス 

他 

 （6）決算期 ３月31日（予定） 

 （7）従業員数 ３名（予定） 

 （8）資本の額 

100,000,000円（予定） 

 （9）発行済株式総数 

    4,000株（予定） 

（10）大株主構成および所有割合 

株式会社サイバー・コミュ

ニケーションズ 

2,040株（51.0％） 

株式会社サイバーファーム 

1,960株（49.0％） 

（11）取得株式数、取得価額及び

取得前後の所有株式の状況 
 異動前の所有株式数 
   0株（所有割合    0％） 
 取得株式数 
 2,040株（取得価額102,000千円） 
 異動後の所有株式数 
2,040株（所有割合 51.0％） 

た。 

（1）株式分割の目的 

１株当たり投資金額を引き下

げ、株式の流動性向上と投資家

層の拡大を図り、株主への利益

還元を図ることを目的とする。 

（2）株式分割の概要 

平成17年７月20日付をもって、

次のとおり普通株式１株を２株

に分割する。 

  ① 分割の方法 

平成17年５月31日最終の株主名

簿および実質株主名簿に記載又

は記録された株主ならびに端株

原簿に記載又は記録された端株

主の所有株式数を１株につき２

株の割合をもって分割する。た

だし、分割の結果生ずる１株未

満の端数のうち、１株の100分

の１の整数倍に相当するものを

端株として端株原簿に記載又は

記録する。 

② 分割により増加する株式数 

普通株式とし、平成17年５月31

日最終の発行済株式総数と同じ

株式数とする。 

（3）株式分割の日程 

株式分割基準日 

平成17年５月31日 

効力発生日 

平成17年７月20日 

（4）配当起算日 

   平成17年４月１日 

（5）１株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会

計年度における１株当たり情報 

１株当たり純資産額 

9,202円85銭 

１株当たり当期純利益 

543円76銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 

532円27銭 

当該株式分割が当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会

計年度における１株当たり情報 

１株当たり純資産額 

10,368円54銭 

１株当たり当期純利益 

1,079円17銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 

1,056円62銭 



  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  
  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 
当中間会計期間末

(平成17年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   1,213,369    2,038,093   2,373,806    

２ 売掛金   2,145,963    3,648,392   3,470,970    

３ 有価証券   2,310,553    1,012,608   1,012,590    

４ 貯蔵品   221    176   327    

５ 関係会社短期貸付
金 

  ―    790,106   750,070    

６ その他   565,979    377,880   367,157    

貸倒引当金   △49,048    △1,856   △1,856    

流動資産合計     6,187,040 77.4  7,865,401 74.1   7,973,067 78.5

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１ 25,906    50,825   25,665    

２ 無形固定資産   170,707    459,672   322,125    

３ 投資その他の資産                

 （1）投資有価証券   583,084    667,121   582,698    

 （2）関係会社株式   556,000    1,022,452   692,450    

（3）その他   474,209    596,132   605,055    

 貸倒引当金   △1,481    △49,271   △49,271    

投資その他の資産
合計 

  1,611,812    2,236,434   1,830,932    

固定資産合計     1,808,426 22.6  2,746,932 25.9   2,178,723 21.5

資産合計     7,995,466 100.0  10,612,334 100.0   10,151,791 100.0

                 



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 
当中間会計期間末

(平成17年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金   2,625,650    4,100,982   4,187,242    

２ 未払費用   104,144    263,144   122,616    

３ 未払法人税等   160,969    261,734   306,507    

４ その他 ※２ 103,089    116,662   149,861    

流動負債合計     2,993,853 37.4  4,742,523 44.7   4,766,227 47.0

負債合計     2,993,853 37.4  4,742,523 44.7   4,766,227 47.0

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     2,144,383 26.8  2,235,830 21.1   2,184,588 21.5

Ⅱ 資本剰余金                

 １ 資本準備金   766,690    775,039   767,900    

 ２ その他資本剰余金                

資本準備金減少差
益 

  1,150,000    1,150,000   1,150,000    

資本剰余金合計     1,916,690 24.0  1,925,039 18.1   1,917,900 18.9

Ⅲ 利益剰余金                

1 中間(当期)未処分
利益 

  937,679    1,703,763   1,279,980    

利益剰余金合計     937,679 11.7  1,703,763 16.0   1,279,980 12.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    3,755 0.1  6,407 0.1   4,325 0.0

Ⅴ 自己株式     △895 △0.0  △1,231 △0.0   △1,231 △0.0

資本合計     5,001,613 62.6  5,869,810 55.3   5,385,563 53.0

負債・資本合計     7,995,466 100.0  10,612,334 100.0   10,151,791 100.0

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高     9,124,401 100.0   14,789,091 100.0  21,372,227 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,718,533 73.6   10,965,004 74.1  15,770,453 73.8 

売上総利益     2,405,867 26.4   3,824,087 25.9  5,601,773 26.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,068,713 22.7   3,148,754 21.3  4,683,386 21.9 

営業利益     337,154 3.7   675,333 4.6  918,386 4.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,157 0.0   3,882 0.0  8,135 0.0 

Ⅴ 営業外費用     16 0.0   43 0.0  32 0.0 

経常利益     341,295 3.7   679,172 4.6  926,489 4.3 

Ⅵ 特別利益 ※２   ― ―   ― ―  1,761 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※３   ― ―   ― ―  48 0.0 

税引前中間(当期) 
純利益 

    341,295 3.7   679,172 4.6  928,203 4.3 

法人税、住民税及び 
事業税 

  154,000   252,768  ― 421,000     

法人税等調整額   △10,527 143,472 1.6 2,621 255,389 1.7 △32,921 388,078 1.8 

中間(当期)純利益     197,823 2.1   423,782 2.9  540,124 2.5 

前期繰越利益     739,856    1,279,980   739,856   

中間(当期)未処分利益     937,679    1,703,763   1,279,980   

                



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準
及び評価方法 

  

有価証券 
満期保有目的の債券 
償却原価法(利息法)を
採用しております。 
子会社株式及び関連会社
株式 
移動平均法による原価
法を採用しておりま
す。 
その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本
直入法により処理
し、売却原価は、移
動平均法により算定)
を採用しておりま
す。 
時価のないもの 
移動平均法による原
価法を採用しており
ます。 

有価証券
満期保有目的の債券 

同 左 
  

子会社株式及び関連会
社株式 

同 左 
  

  
その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  
  
  
  

時価のないもの 
同 左 

有価証券
満期保有目的の債券 

同 左 
  

子会社株式及び関連会社
株式 

同 左 
  
  

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等
に基づく時価法(評
価差額は全部資本直
入法により処理し、
売却原価は、移動平
均法により算定)を
採用しております。 
  
時価のないもの 

同 左 

２ 固定資産の減価
償却の方法 

(1) 有形固定資産 
   定率法を採用してお
ります。なお、主な耐
用年数は以下のとおり
です。 

建物     ３～18年 
器具及び備品 ４～８年 
(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウ
ェアについては、社内
における見込利用可能
期間(５年以内)に基づ
く定額法を採用してお
ります。 

(1) 有形固定資産
同 左 

  
  
  
  
  
(2) 無形固定資産 

同 左 
  

(1) 有形固定資産 
同 左 

  
  
  
  
  
(2) 無形固定資産 

同 左 

３ 引当金の計上基
準 

貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念先債権等特定
の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しておりま
す。 

貸倒引当金
同 左 

貸倒引当金 
同 左 

４ 収益及び費用の
計上基準 

広告掲載終了日基準によ
っております。 

同 左 同 左 

５ リース取引の処
理方法 

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。 

同 左 同 左 

６ その他中間財務
諸表(財務諸表)
作成のための重
要な事項 

消費税等の会計処理 
税抜方式によっておりま
す。 

消費税等の会計処理
同 左 

消費税等の会計処理 
同 左 



    
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――――― (固定資産の減損に係る会計基

準) 

当中間会計期間より、「固定資
産の減損に係る会計基準」（「固
定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審
議会 平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員
会 平成15年10月31日 企業会計
基準適用指針第６号）を適用して
おります。 
これによる損益に与える影響は
ありません。 

―――――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――――― (中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末において流動
資産の「その他」に含めて表示し
ておりました「関係会社短期貸付
金」(前中間会計期間末300,028千
円)については、資産の合計額の
100分の５超となったため、当中
間会計期間末より区分掲記してお
ります。 

―――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１有形固定資産の減価償却累計

額 

38,949千円 

※１有形固定資産の減価償却累計

額 

49,155千円 

※１有形固定資産の減価償却累計

額 

43,556千円 

※２消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等
は、相殺のうえ、金額的重要性が
乏しいため、流動負債の「その
他」に含めて表示しております。 

※２消費税等の取扱い 

同 左 

―――――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１営業外収益のうち主要なもの ※１営業外収益のうち主要なもの ※１営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,337千円 受取利息 1,516千円 受取利息 2,833千円 

有価証券利息 2,606千円 有価証券利息 2,260千円 有価証券利息 5,002千円 

            

※２  ―――――――― ※２  ―――――――― ※２特別利益のうち主要なもの 

    投資有価証券売却益 1,761千円 

            

※３  ―――――――― ※３  ―――――――― ※３特別損失のうち主要なもの 

    固定資産売却損 48千円 

            

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,870千円 有形固定資産 5,598千円 有形固定資産 8,637千円 

無形固定資産 11,266千円 無形固定資産 13,246千円 無形固定資産 22,532千円 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 
  
(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高
相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 
  
(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高
相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 
  
(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相当
額 

  器具及び備品 
取得価額相当額 5,797千円 
減価償却累計額相当額 3,451千円 
中間期末残高相当額 2,346千円 

  器具及び備品
取得価額相当額 5,797千円
減価償却累計額相当額 4,279千円

中間期末残高相当額 1,518千円

器具及び備品 
取得価額相当額 5,797千円 
減価償却累計額相当額 3,865千円 
期末残高相当額 1,932千円 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額
１年以内 842千円 
１年超 1,574千円 
合計 2,416千円 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額
１年以内 853千円
１年超 720千円

合計 1,574千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 847千円 
１年超 1,148千円 
合計 1,996千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

支払リース料        435千円 
減価償却費相当額      414千円 
支払利息相当額        18千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

支払リース料        435千円 
減価償却費相当額      414千円 
支払利息相当額        12千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 

支払リース料        870千円 
減価償却費相当額      828千円 
支払利息相当額        33千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同 左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同 左 

(5) 利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価
額相当額の差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息
法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法
同 左 

(5) 利息相当額の算定方法 
同 左 



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

  
（注）１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 19,643円69銭 11,458円65銭 21,091円40銭 

１株当たり中間(当期)
純利益 

777円58銭 828円66銭 2,121円42銭 

潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純
利益 

760円59銭 808円47銭 2,077円10銭 

  

  

当社は、平成17年７月
20日付で株式１株につき
２株の株式分割を行って
おります。 
なお、当該株式分割が
前期首に行われたと仮定
した場合の１株当たり情
報については、それぞれ
以下のとおりとなりま
す。 
前中間会計期間 
１株当たり純資産 

9,821円84銭 
１株当たり中間純利益
金額 
   388円79銭 
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 
   380円29銭 
前事業年度 
１株当たり純資産 
  10,545円70銭 
１株当たり当期純利益
金額 
   1,060円71銭 
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

 1,038円55銭 

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益       

中間(当期)純利益（千円） 197,823 423,782 540,124 

普通株主に帰属しない金額
（千円） 

― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 

純利益（千円） 
197,823 423,782 540,124 

普通株式の期中平均株式数（株） 254,409 511,405 254,604 

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益 

      

中間(当期)純利益調整額（千
円） 

― ― ― 

普通株式増加数（株） 5,683 12,773 5,433 

（うち新株予約権等） （5,683） （12,773）  （5,433） 

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

新株予約権等２種類 
株主総会の特別決議日 
平成13年６月27日 
平成16年６月28日 
新株予約権等の数 
 2,407個 

新株予約権等１種類 
株主総会の特別決議日 
平成13年６月27日 
新株予約権等の数 
 1,252個 

新株予約権等２種類 
株主総会の特別決議日 
平成13年６月27日 
平成16年６月28日 
新株予約権等の数 
2,349個 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社は、当社グループの事業基盤
を強化するため、株式会社スリーピ
ーの株式を90.5％取得して子会社と
することとし、平成16年11月16日付
けで同社と株式譲渡契約を締結致し
ました。 
概要は以下の通りであります。 
（1）商号 
   株式会社スリーピー 
（2）代表者 
    三苫 清 
 （3）本社所在地 
   東京都中央区銀座八丁目16番 

10号 
 （4）設立年月日 
   昭和47年10月13日 
 （5）主な事業内容 
   各種イベントの企画・運営

等、販売促進活動の企画・制
作・実施他 

 （5）資本金 
   10,000千円 
 （6）取得の日程及び方法 
   平成16年11月16日株式の譲受 
 （7）取得株式数、取得価額及び取

得前後の所有株式数の状況 
 異動前の所有株式数 
    0株（所有割合     0％） 
 取得株式数 
 10,860株（取得価額81,450千円） 
 異動後の所有株式数 
10,860株（所有割合  90.5％） 

（資本提携） 
当社は、平成17年10月25日付けに
て株式会社イースと資本提携し、株
式会社イースが発行する新株式（発
行済株式総数の38.9％）および新株
予約権を取得いたしました。 
概要は以下の通りであります。 
(1) 商号 
株式会社イース 

(2) 代表者 
代表取締役  比留間 裕 

(3) 所在地 
東京都港区赤坂七丁目10番８号 

(4) 設立年月日 
  平成13年5月18日 
(5) 資本金  86,590,000円 
(6) 従業員数  20名 
(7) 主な事業の内容 
 携帯端末を中心にした双方向シ
ステムの企画・開発のサービス
提供及びコンサルティング 

第三者割当増資 
(1) 取得株数  2,750株 
(2) 取得価格 
  １株につき130,000円 
(3) 出資総額  357,500,000円 
(4) 払込期日  平成17年10月28日 
新株予約権 
(1) 発行数 
1,000個（新株予約権1個当たり

普通株式1株） 
(2) 行使価額 
新株予約権１個につき130,000円 

(3) 取得価格 無償 
※なお、当社は株式会社イースに
対して取締役２名を派遣する予
定です。 
  
当社は、平成17年10月25日付けに
て株式会社テクノネットと資本提携
し、株式会社テクノネットの株式
（発行済株式総数の21.7％）ならび
に新株予約権を取得いたしました。 
概要は以下の通りであります。 

(1) 商号  
株式会社テクノネット 

(2) 代表者 
代表取締役社長  坂井 常雄 

(3) 所在地 
  東京都港区赤坂六丁目８番８号 
(4) 設立年月日 
  昭和59年１月19日 
(5) 資本金  30,000,000円 
(6) 従業員数  43名 
(7) 主な事業の内容 
  コンピュータでリアルタイムに
映像情報を作り出すシステムの
開発/制作/運用支援サービス。 
放送局のスポーツ中継、速報、
バラエティ番組等の文字やグラ
フィック情報表示とCGアニメー
ション制作 。 
コンピュータシステムインテグ
レーション/ソフトウェア販売。 

株式の譲受 
(1) 取得株数  650株 
(2) 取得価格 
  １株につき170,000円 

（株式取得による子会社の増加） 

当社は、平成17年４月６日にて株

式会社インビジブルハンドの新株式

を引き受け、同社を子会社化いたし

ました。 

１．子会社化の理由 

当社は、設立以来、インターネッ

ト広告を取り扱うメディアレップ業

務を中心に事業展開をしてまいりま

したが、平成17年2月1日より新たな

インターネット広告サービスとし

て、新型のアドネットワークサービ

スとして「ADJUST」事業を同社と共

同で開始しております。同事業にお

いて用いる次世代型広告配信エンジ

ンの開発にあたっては、当社との共

同でこれにあたり、今後の事業運営

に関しても、平成17年5月中旬ごろ

を目処に当社のアドネットワーク

「cci Ad network」を「ADJUST」に

統合させる予定であるなど、より緊

密な事業関係が必要であるため子会

社化いたしました。 

２．株式の取得内容 

取得株式数： 13,010株  

（議決権の数13,010個） 

取得価額：310,002,280円 

払込日：平成17年４月６日 

３．子会社化後の概要 

（1）商号  

株式会社インビジブルハンド 

（2）代表者 

代表取締役社長 百田浩志 

（3）本社所在地 

東京都港区東新橋二丁目4番6号

パラッツォシエナ３階 

（4）設立年月日 

平成16年３月12日 

（5）主な事業の内容 

インターネットマーケティング

ツールの開発、インターネット

メディア事業、インターネット

広告配信事業 他 

（6）決算期 ３月31日 

（7）資本の額 277,511,140円 

（8）発行済株式総数 25,510株 

（9）大株主構成および所有割合 

株式会社サイバー・コミュニ

ケーションズ 

13,010株（51.0％） 

株式会社C9オリエンテッド 

5,000株（19.6％） 

百田浩志(代表取締役社長) 

  2,000株（ 7.8％） 

上田哲也(取締役副社長) 

1,500株（ 5.9％） 

  

（株式分割） 

当社は、平成17年５月10日開催の

取締役会において、次のように株式

の分割を行ことを決議いたしまし



(3) 取得総額  110,500,000円 
(4) 払込期日  平成17年11月25日 
(5) 取得の相手方 
株式会社テクノG、株式会社テク
ノコム、他 

新株予約権 
(1) 発行数  600個（新株予約権1

個当たり普通株式1株） 
(2) 行使価額 
新株予約権１個につき170,000円 

(3) 取得価格 無償 
※なお、当社は株式会社テクノネ
ットに対して取締役２名を派遣
する予定です。 
  

（株式取得による子会社の増加） 

当社は、電子商取引市場において

高い付加価値を提供するポジション

を確立するため、平成17年11月15日

開催の取締役会にて株式会社サイバ

ーファームとの合弁により、株式会

社エムディー・インタラクティブを

子会社として設立することを決議い

たしました。 

概要は以下のとおりであります。 

(1) 商号 

株式会社エムディー・インタ

ラクティブ 

 （2）代表者 

未定（当社より指名予定） 

 （3）本社所在地 

東京都中央区築地五丁目５番

12号（予定） 

 （4）設立年月日 

平成18年１月４日（予定） 

 （5）主な事業の内容 

各種媒体を通じて販売される

商品ニーズと、商品サプライ

ヤーからの商品情報をマッチ

ングするＢtoＢサービス、イ

ンターネット・チャネル上で

の販売ノウハウを提供するコ

ンサルティング・サービス 

他 

 （6）決算期 ３月31日（予定） 

 （7）従業員数 ３名（予定） 

 （8）資本の額 

100,000,000円（予定） 

 （9）発行済株式総数 

    4,000株（予定） 

（10）大株主構成および所有割合 

株式会社サイバー・コミュ

ニケーションズ 

2,040株（51.0％） 

株式会社サイバーファーム 

1,960株（49.0％） 

（11）取得株式数、取得価額及び

取得前後の所有株式の状況 
 異動前の所有株式数 
   0株（所有割合    0％） 
 取得株式数 
 2,040株（取得価額102,000千円） 
 異動後の所有株式数 
 2,040株（所有割合 51.0％） 

た。 

（1）株式分割の目的 

１株当たり投資金額を引き下

げ、株式の流動性向上と投資家

層の拡大を図り、株主への利益

還元を図ることを目的とする。 

（2）株式分割の概要 

平成17年７月20日付をもって、

次のとおり普通株式１株を２株

に分割する。 

  ① 分割の方法 

平成17年５月31日最終の株主名

簿および実質株主名簿に記載又

は記録された株主ならびに端株

原簿に記載又は記録された端株

主の所有株式数を１株につき２

株の割合をもって分割する。た

だし、分割の結果生ずる１株未

満の端数のうち、１株の100分

の１の整数倍に相当するものを

端株として端株原簿に記載又は

記録する。 

② 分割により増加する株式数 

普通株式とし、平成17年５月31

日最終の発行済株式総数と同じ

株式数とする。 

（3）株式分割の日程 

株式分割基準日 

平成17年５月31日 

効力発生日 

平成17年７月20日 

（4）配当起算日 

   平成17年４月１日 

（5）１株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年

度における１株当たり情報 

１株当たり純資産額 

9,399円39銭 

１株当たり当期純利益 

609円77銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 

596円88銭 

当該株式分割が当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年

度における１株当たり情報 

１株当たり純資産額 

10,545円70銭 

１株当たり当期純利益 

1,060円71銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 

1,038円55銭 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

（1） 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第９期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月28日 
関東財務局長に提出 

（2） 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

（新株予約権の発行）   
平成17年９月13日 
関東財務局長に提出 

  
有価証券届出書の 
訂正届出書 

平成17年９月13日提出の有価証券届出
書に係る訂正届出書であります。 

  
平成17年９月21日 
関東財務局長に提出 

（3） 臨時報告書 
（企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第３号の規定に基づく特
定子会社の異動） 

  
平成17年11月21日 
関東財務局長に提出 

  臨時報告書 
（企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第３号の規定に基づく特
定子会社の異動） 

  
平成17年11月21日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社サイバー・コミュニケーションズの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社サイバー・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

 監査法人トーマツ  

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  永  田  高  士  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  齋  藤     淳  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月12日

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サイバ

ー・コミュニケーションズの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サイバー・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

 監査法人トーマツ  

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  永  田  高  士  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  齋  藤     淳  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月10日

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社サイバー・コミュニケーションズの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第９期事業年度の中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社サイバー・コミュニケーションズの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

  

  

 監査法人トーマツ  

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  永  田  高  士  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  齋  藤     淳  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月12日

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サイバ

ー・コミュニケーションズの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社サイバー・コミュニケーションズの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  
  
  

  

 監査法人トーマツ  

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  永  田  高  士  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  齋  藤     淳  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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